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建築設備の自動制御技術によるエネ
ルギー削減効果の評価法の開発
（研究期間：平成28～30年度）

住宅研究部 建築環境研究室 主任研究官 宮田 征門  室長 三木 保弘

（キーワード） 非住宅建築物、省エネルギー、適合性判定、Webプログラム、自動制御、ZEB 

１．先進的な省エネ技術の評価

国総研では省エネルギー基準への適合性を判定

する「エネルギー消費性能計算プログラム（非住宅

版）」1)を開発しているが、このプログラムで評価

可能な省エネ技術は、明確な定義があり、その省エ

ネ効果量が既に実証されているものに限定している。

しかし、ZEB（Zero Energy Building）等を目指す意

欲的な建築物においては、現状のプログラムでは評

価ができない先進的で高度な技術が採用されること

も多い。特に、自動制御技術については、当該建築

物の気象条件や運用条件等に応じてカスタマイズす

れば、大きな省エネ効果を得ることが期待されるが、

一方で、その効果は一般化しにくく、プログラムへ

の反映が難しい。そこで、登録省エネ評価機関を活

用した評定スキームを新たに構築し、上述のような

先進的な取り組みを個別に評価できるようにする。

２．評定ガイドラインの作成

国土交通省と協議し、登録省エネ評価機関が適切

かつ公平に審査ができるように、自動制御技術の評

定のためのガイドラインを作成することとした。ガ

イドラインでは、対象とする技術の定義（範囲）、

現状のエネルギー消費量算定方法に評定結果をどの

ように組み込むか、評価のポイント等を規定する。

図-1に、本研究で作成した「空調搬送機器に係る自

動制御技術に関する任意評定ガイドライン(案)」を

示す。

３．プログラムの拡張

プログラムの入力・計算機能を拡張し、任意の評

定結果を入力し、その結果を用いて設計一次エネル

ギー消費量を計算できるようにした。図-2は「様式

SP-1：二次ポンプ変流量制御入力シート」であり、

このシートに評定結果（本例の場合は４次式の係数）

を入力すれば、二次ポンプの変流量制御の効果率を

任意に与えて評価を行うことができる。

４．評定スキームの運用

この評定スキームは「建築物等のエネルギー消費

性能に係る任意評定」として住宅性能評価・表示協

会を中心として運用が開始された2)。現状で公表さ

れている評定ガイドラインは２件だけであるが、今

後、民間事業者のニーズに基づき評定ガイドライン

を順次整備していく予定である。

☞詳細情報はこちら

1) 建築物のエネルギー消費性能に関する技術情報
https://www.kenken.go.jp/becc/index.html

2) 住宅性能評価・表示協会：任意評定
https://www.hyoukakyoukai.or.jp/nini_hyoutei/index.

html
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図-1 空調搬送制御に係るガイドライン(案)

図-2 評定結果入力用のシート（様式SP-1）
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建築物のエネルギー・室内環境評価
の適正化に向けた執務者等の行動に
関する調査 （研究期間：平成29～30年度）
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（キーワード）使用行動、OA機器、内部発熱、エネルギー評価、室内環境評価、ZEB

１．背景と目的 

 ZEB（Zero Energy Building：年間の一次エネルギ

ー消費量が正味でゼロ又は概ねゼロとなる建築物）

の実現に資する基本要素として、外皮性能の向上や

高性能設備等の導入といった要素技術に加え、『内

部発熱の低減』（OA機器の省エネを含む）が掲げら

れている。内部発熱は、通常の空調設備設計では床

面積当たりの原単位として与えられる。従来の原単

位は、室用途に応じて一意に設定されるため、OA機

器の省エネを勘案した設計には適さない。従って、

ZEB達成を目指す空調設備設計には、柔軟かつ合理的

なOA機器の発熱量設定法が新たに必要となる。 

 OA機器からの発熱は、保有状況と使われ方により

影響されるため、同一の室用途であっても業態によ

り異なると考えられる。しかしながら、実態に関す

る資料は乏しく、設定法の検討には基礎的な情報の

収集・整理が必要である。 

 そこで、本研究では、ZEB達成を目指す空調設備設

計への適用を目的として、業態による執務者等の使

用行動の相違を勘案したOA機器の発熱量設定法の検

討に向け、OA機器の消費電力に関する実測調査を実

施して基礎資料を整備する。 

２．調査概要 

 OA機器の消費電力に関する実測調査は、実在す

るオフィスにおいて実施し、複合機やパソコンなど

のOA機器を中心として業務中に使用されている機器

を調査対象とした（表1）。実測は、クランプ式セン

サを電源タップ毎に設置して行い、複合機、プリン

タ、シュレッダについては5秒間隔で、その他の機器

については1分間隔でデータを記録した。また、2018

年11月20日から同年12月28日の間においては、従業

員各人の在室状況を自記式により把握した。調査結

果から、機器別の消費電力量を整理している（図1）。 

３．今後の展開 

調査結果から、機器の稼働状況と在室状況との相

関性について分析し、発熱量設定方法の検討に向け

た基礎資料として整理する計画である。 

表1 調査概要 

図1 調査対象オフィス全体の平均消費電力量 

（その他機器を除く） 

対象オフィス概要 延床面積：約300m
2
、従業員数：17人

調査期間 2018年11月21日～2019年1月31日

調査対象機器

※( )内は数量

【共有OA機器】
複合機(2)、プリンタ(1)、シュレッダ(1)、デスクトップ

PC(2)、ノート(6)、PCモニタ（2）
【個人使用OA機器】
デスクトップPC(24)、PCモニタ（36）
【通信・映像機器】
サーバ用デスクトップPC(8)、サーバ用PCモニタ（4）、
ルータ・ハブ等(3)、無線LAN(1)、プロジェクタ(2)
【その他機器】
コーヒーメーカー(1)、冷蔵庫(1)、電気ポット(1)、電子
レンジ(1)、加湿器(3)、空気清浄機(3)、電気ヒータ(1)
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研究動向・成果

建築物のエネルギー・室内環境評価の
適正化に向けた執務者等の行動に関する調査
（研究期間 ： 平成29年度～平成30年度）

住宅研究部　建築環境研究室　 主任研究官
（博士（工学））

　羽原　宏美

（キーワード）　使用行動、OA機器、内部発熱、エネルギー評価、室内環境評価、ZEB
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